様式第１号（第５条及び第10条関係）

令和　年度水産業コスト縮減緊急対策事業計画（実績）書

１．申請者（事業主体）の情報
	事業主体名
	
	年齢
	※個人の場合に記載

	所属漁協
	（　　　　　　　　　漁協）　　□正組合員
※漁業者、養殖業者の場合、正組合員は漁協名を記載し、□にチェック

	所在地
	郵便番号
〒　　　－
	電話番号
　　　　　　　　－　　　　－

	
	住所


	※以下「代表者」「事業実施者等」の欄は、事業主体が法人の場合、事業主体が漁協で所属正組合員分を集約し申請する場合、又は代表者の定めのある団体が申請する場合のみ記載

	代表者

※事業主体が法人や水産業協同組合等の場合
	職　名
	　
	氏名
	

	
	住　所
	〒

	
	電話番号
	
	構成員数
	　　名

	事業実施者等

※事業主体が漁協で所属正組合員分を集約し申請する場合
	氏　名
	正組合員は□にチェック

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□

	
	
	□



 ２．コスト縮減等の計画
	事業
内容
	該当分野
	事業区分・分類

	
	□漁船漁業（漁業種類：　　　　　　）
□海面養殖（養殖品目：　　　　　　）
□陸上養殖（養殖品目：　　　　　　）
□種苗生産 　□加工流通　 □魚市場
□その他（　　　　　　　　　　　　）
	□施設･設備
（□単独 □共同）

□機器
（□通常 □モデル（ｽﾏｰﾄ））

	
	事業種目

	
	□　(1)漁業・養殖業等の生産活動の効率化（スマート機器）
□　(2)海面養殖業の生産活動の効率化（(1)以外）
□　(3)漁船機関の長寿命化（オーバーホール）
□　(4)海面養殖施設資材の長寿命化等
□　(5)定置漁具の長寿命化等
□　(6)種苗生産・陸上養殖におけるコスト縮減等
□　(7)加工流通分野におけるコスト縮減等
□　(8)魚市場における集出荷能力向上・効率化

	コスト縮減等の内容
	事業実施効果及び算定根拠

	□燃油使用量の削減
□給餌量の削減
□資機材購入費の削減
□維持管理費の削減
□作業時間の削減
□人件費の削減
□氷使用量の削減
□輸送費の削減
□その他（　　　　）
	









※スペースが不足する場合は別紙として添付すること

	

※コスト縮減
モデルタイプ
のみ


モデルとしての
活動内容
	□教育機関との連携（連携協定締結が必須）
□コスト縮減等効果に関する普及活動の実践

	実施する取組
	相手方
	場所
	実施時期（予定）

	□事例発表
	
	
	

	□実地学習受入　
	
	
	

	□上記以外（　　　　　）
	
	
	


＜上記活動のため収集・提供するデータ等＞
	・
・
・





３．経費の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	内容
	数量単位
	単価
	金額
	備考

	※機器等の名称と併せて、規格・型式も記載すること
	

	
	
	

	合計
	―
	―
	
	―


　※漁業協同組合が所属正組合員の取組経費を助成する場合、組合員ごとに金額等を書き分けて記載すること。
　※漁船機関のオーバーホールやスマート機器の導入など、漁船に機器の設置等をする場合、備考欄に当該漁船の漁船登録番号を記載すること。

４．経費の配分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	総事業費
	補助対象経費
	補助率
	県補助金
	自己資金
	その他
	備考

	
	
	
	
	
	
	モデルタイプのみ、その旨記載


　※補助対象経費及び県補助金には、消費税は含めない


５．事業実施（予定）期間　　　　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日


６．添付資料

　　交付申請書（実績報告書）に添付すべき書類確認表（様式第４号）に記載する
書類一式を添付




